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上場維持基準への適合に向けた計画に基づく進捗状況（改善期間入り）について 

 
当社は、2026年２月28日時点において、スタンダード市場における上場維持基準に適合しない状態と

なりました。下記のとおり、上場維持基準への適合に向けた計画を作成しましたので、お知らせいたし

ます。 

 

１．当社の上場維持基準への適合状況及び計画期間 

当社の 2026 年２月 28 日時点におけるスタンダード市場の上場維持基準への適合状況は、下表のとお

りとなっており、流通株式時価総額について基準に適合しておらず、改善期間入りいたしました。 

当社は、不適合となった流通株式時価総額基準を充たすために、上場維持基準への適合に向けた各種

取り組みを進めてまいります。 

なお、2027年２月28日までの改善期間内に適合していることが確認できなかった場合には、東京証券

取引所より監理銘柄（確認中）に指定されます。その後、当社が提出する 2027 年２月 28 日時点の分布

状況に基づく東京証券取引所の審査の結果、流通株式時価総額基準に適合している状況が確認されなか

った場合には、整理銘柄に指定され、当社株式は 2027 年９月１日に上場廃止となる可能性があります。 

 

  株主数 流通株式数  流通時価総額 流通株式比率  

当社の適合状況 2026 年２月 28 日

時点 ※ 

1,770 人 8,603 単位 9.1 億円 55.12％ 

上場基準 400 人 2,000 単位 10 億円 25％ 

適合状況 適合 適合 不適合 適合 

改善期間 － － 2027 年２月末 － 

※ 当社の適合状況は、株式会社東京証券取引所が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況

等をもとに算出したものです。 

 

２．上場維持基準の適合に向けた取り組みの基本方針、課題および取り組み内容 

当社は、2025年５月20日に公表した「上場維持基準の適合に向けた計画に基づく進捗状況および計画

書の更新（計画期間の変更）について」において以下の取り組みを推進しております。 

（１） 基本方針 

当社は、スタンダード市場での上場維持を重要な課題と捉えており、後述の各種取り組みを推進する

ことで、流通株式時価総額についてもスタンダード市場の上場維持基準に適合することは十分可能だと

考えております。 

（２） 課題および取り組み内容 

当社は、スタンダード市場の上場維持基準に関して、株主数、流通株式数、及び流通株式比率につい

ては基準を充たしておりますが、流通株式時価総額については依然として基準を充たしておりません。 

流通株式時価総額の基準（10 億円）を達成するためには、現状（約 9.1 億円）との差異である約 0.9

億円相当の改善が必要です。当社は改善期間（2027 年２月末まで）内の早期達成を目指し、以下の取り

組みを重点的に推進し、これらを着実に実行していくことで、上場維持基準の適合を目指してまいりま

す。 

 ① 収益力の向上による市場評価の改善 

当期の業績未達要因については既に開示のとおりですが、当社はその分析を踏まえ、出店戦略、コス

ト構造、IP 戦略の 3 点を主要課題として特定し、各施策に着手しております。 



 

 

出店戦略については、当社はこれまで商業施設への出店を中心に事業展開を進めてまいりましたが、

施設の再開発、閉鎖等による撤退リスクが顕在化したことを踏まえ、施設依存に偏らない出店ポートフ

ォリオへの転換を進めております。路面店をはじめとした施設に依存しない出店形態への転換を推進し

ております。なお、2025年 12月に商業施設への出店を実施しておりますが、立地、集客力、採算性にお

いて良質と判断した案件であり、個別の優良案件については今後も柔軟に対応する方針です。 

また、コスト構造への対応として、商圏・需要分析に基づくプライシングの最適化および DX 推進、

CRM 基盤の整備を進めており、収益性改善に向けた取り組みは進展しております。 

さらに、IP 戦略においては、版権元との関係性強化により引き合いが増加するなど、案件獲得力の向

上が見られております。 

これらの取り組みにより収益構造の改善および事業基盤の強化は着実に進展しており、コスト構造の

最適化および IP 戦略の強化を継続的に推進し、収益力の向上を通じた株価の改善を図ってまいります。

ます。 

   ② 株主還元 

株主還元につきましては重要な経営課題と認識しており、収益基盤の安定化を前提とした検討を継続

しております。 

今後は、業績動向および財務状況を踏まえつつ、資本政策全体との整合性にも配慮しながら検討を進

めてまいります。 

   ③ IR 活動の強化 

 投資家の皆様の当社への理解と信頼を高めるため投資家との対話強化を推進しており、開示内容の

充実および適時性向上に取り組んでおります。投資家の皆様への情報開示を充実させ、当社の成長戦略、

事業価値を積極的に発信することで、株式市場における認知度および投資家の皆様への関心向上を図り

ます。決算説明資料の充実、個人投資家向け説明会の実施等を検討してまいります。 

 ④ 資本政策の検討 

流通株式時価総額の早期改善に向け、株主構成および流通株式数の状況を精査のうえ、必要に応じた

資本政策の検討を進めてまいります。具体的な施策については、関係者との協議を踏まえ、適切な時期

に開示いたします。 

 

 

以上 

 

 


